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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外部熱源（３）から供給される熱で作動液（１４）を加熱して前記作動液（１４）の蒸
気を発生させる蒸発室（１５６、３０８）、および前記蒸発室（１５６、３０８）に供給
される前記作動液（１４）を溜める液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）が形成されたボイラ
ー部（１１）と、
　前記蒸発室（１５６、３０８）で発生した前記蒸気が流通し、前記蒸気のエネルギーを
機械的エネルギーに変換して取り出す出力部（１２）と、
　前記出力部（１２）を通過した前記蒸気を凝縮させ、凝縮した前記作動液（１４）を前
記液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）に還流させる凝縮部（１３）と、
　前記ボイラー部（１１）内に配置され、前記液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）の前記作
動液（１４）を毛管力で吸引して前記蒸発室（１５６、３０８）に供給する作動液導入用
部材（１７）とを備え、
　前記蒸発室（１５６、３０８）は、前記液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）に対して隔て
られていて前記液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）よりも高圧になっており、
　前記作動液導入用部材（１７）は、
（２σ／ｒ）・ｃｏｓθ＞ＰＨ－ＰＬ
の関係を満たすように構成され、
　前記作動液導入用部材（１７）は、前記液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）の前記作動液
（１４）を吸引する吸引部（１７５）と、前記外部熱源（３）からの熱を受熱する受熱部
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（１７６）とを有し、
　さらに、前記作動液導入用部材（１７）は、部位によって前記空隙の連続性が異なり、
前記吸引部（１７５）側から前記受熱部（１７６）側に向かって前記空隙の連続性の高い
部位と前記空隙の連続性の低い部位とが交互に現れる構造を有し、
　前記作動液導入用部材（１７）は、前記外部熱源（３）から前記液溜め室（１５７ａ、
３０９ａ）に至る熱伝達経路中に介在し、前記外部熱源（３）から前記液溜め室（１５７
ａ、３０９ａ）の前記作動液（１４）への伝熱を抑制することを特徴とする熱機関。
　但し、σは前記作動液（１４）の表面張力、ｒは前記作動液導入用部材（１７）内の空
隙の円相当半径、θは前記作動液導入用部材（１７）に対する前記作動液（１４）の濡れ
角、ＰＨは前記蒸発室（１５６、３０８）の圧力、ＰＬは前記液溜め室（１５７ａ、３０
９ａ）の圧力である。
【請求項２】
　前記作動液導入用部材（１７）は、互いに積層された複数の繊維層を有し、
　前記作動液導入用部材（１７）の前記複数の繊維層は、前記吸引部（１７５）側から前
記受熱部（１７６）側に向かって積層されており、
　前記作動液導入用部材（１７）のうち前記空隙の連続性が高い部位は、前記繊維層同士
の界面部であり、
　前記作動液導入用部材（１７）のうち前記空隙の連続性が低い部位は、前記繊維層を構
成する部位であることを特徴とする請求項１に記載の熱機関。
【請求項３】
　前記作動液導入用部材（１７）は、前記繊維層の延びる方向と平行に板面が延びる平板
状に形成され、
　前記吸引部（１７５）は、前記作動液導入用部材（１７）の一方の板面で構成され、
　前記受熱部（１７６）は、前記作動液導入用部材（１７）の他方の板面で構成されてい
ることを特徴とする請求項２に記載の熱機関。
【請求項４】
　前記ボイラー部（１１）は、前記作動液導入用部材（１７）の前記受熱部（１７６）に
当接し、前記外部熱源（３）からの熱を前記作動液導入用部材（１７）に伝える伝熱部材
（１５２、２３、３０２）を有し、
　前記伝熱部材（１５２、２３、３０２）のうち前記受熱部（１７６）に当接する部位に
は、前記作動液導入用部材（１７）から発生した前記蒸気を前記作動液導入用部材（１７
）の外部に排気するための排気通路（２１）が形成されていることを特徴とする請求項１
ないし３のいずれか１つに記載の熱機関。
【請求項５】
　前記排気通路（２１）は、前記伝熱部材（１５２）に形成された溝（２２）によって構
成されていることを特徴とする請求項４に記載の熱機関。
【請求項６】
　前記伝熱部材（１５２、２３）は、前記排気通路（２１）を形成する排気通路形成部材
（２３）と、残余の部位を構成する部材（１５２）とに分割して成形され、
　前記排気通路形成部材（２３）は、前記残余の部位を構成する部材（１５２）と前記作
動液導入用部材（１７）との間に挟まれた網状部材または複数の玉状部材であり、
　前記排気通路（２１）は、前記網状部材または前記複数の玉状部材が形成する空隙によ
って構成されていることを特徴とする請求項４に記載の熱機関。
【請求項７】
　前記伝熱部材（１５２、２３、３０２）は、水平方向に延びる上面部を有し、
　前記作動液導入用部材（１７）は、平板状に形成されて前記伝熱部材（１５２、２３、
３０２）の上面部に重ねられ、
　前記作動液導入用部材（１７）は、前記伝熱部材（１５２、２３、３０２）を介して前
記外部熱源（３）から受熱することを特徴とする請求項４ないし６のいずれか１つに記載
の熱機関。
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【請求項８】
　前記ボイラー部（１１）は、前記作動液導入用部材（１７）のうち前記伝熱部材（１５
２、２３、３０２）と反対側の面に重ねられ、前記外部熱源（３）からの熱を前記作動液
導入用部材（１７）に伝える伝熱板（１９）を有していることを特徴とする請求項７に記
載の熱機関。
【請求項９】
　前記ボイラー部（１１）を収容するボイラー部ケース（３０）と、
　前記出力部（１２）および前記凝縮部（１３）を収容する還流部ケース（３１）と、
　前記ボイラー部（１１）の前記蒸発室（３０８）と前記出力部（１２）とを連通する蒸
気通路（３２ａ）を形成する蒸気通路形成部（３２）と、
　前記凝縮部（１３）と前記ボイラー部（１１）の前記液溜め室（３０９ａ）とを連通す
る循環通路（３３ａ）を形成する循環通路形成部（３３）とを備え、
　前記ボイラー部ケース（３０）および前記還流部ケース（３１）は、互いに離間して配
置され且つ蒸気通路形成部（３２）および循環通路形成部（３３）を介して接続されてい
ることを特徴とする請求項１ないし８のいずれか１つに記載の熱機関。
【請求項１０】
　前記作動液導入用部材（１７）のうち前記蒸発室（１５６）の内部に位置する部位には
、その表裏を貫通する貫通孔（１７２）が形成されていることを特徴とする請求項７また
は８に記載の熱機関。
【請求項１１】
　前記貫通孔（１７２）は、前記排気通路（２１）と連通していることを特徴とする請求
項１０に記載の熱機関。
【請求項１２】
　前記貫通孔（１７２）は、前記作動液導入用部材（１７）の板面方向に延びる溝状に形
成されていることを特徴とする請求項１０または１１に記載の熱機関。
【請求項１３】
　前記貫通孔（１７２）は多数個分散して形成されていることを特徴とする請求項１０ま
たは１１に記載の熱機関。
【請求項１４】
　前記ボイラー部（１１）は、前記作動液導入用部材（１７）内の空隙が縮小するように
前記作動液導入用部材（１７）に荷重を付与する荷重付与手段（１６１）を有し、
　前記作動液導入用部材（１７）は、前記荷重付与手段（１６１）から前記荷重が付与さ
れた状態で前記ボイラー部（１１）内に保持されていることを特徴とする請求項１ないし
１３のいずれか１つに記載の熱機関。
【請求項１５】
　前記ボイラー部（１１）は、前記蒸発室（１５６）と前記液溜め室（１５７ａ）とを隔
てる隔壁（１６）を有し、
　前記隔壁（１６）は、前記作動液導入用部材（１７）に前記荷重を付与するように前記
ボイラー部（１１）内に配置され、
　前記荷重付与手段（１６１）は、前記隔壁（１６）で構成されていることを特徴とする
請求項１４に記載の熱機関。
【請求項１６】
　前記作動液導入用部材（１７）は、少なくとも樹脂繊維を編み込んだ素材で構成されて
いることを特徴とする請求項１ないし１５のいずれか１つに記載の熱機関。
【請求項１７】
　前記蒸発室（４１１ｂ）は、太陽光から得られる熱で作動液（４４）を加熱して前記作
動液（４４）の蒸気を発生させ、
　前記ボイラー部（４１）は、前記太陽光を前記蒸発室（４１１ｂ）に取り入れる太陽光
取入部（４１１ｃ）を有し、
　前記作動液導入用部材（４１２）は、前記太陽光取入部（４１１ｃ）から取り入れられ
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た太陽光を受けて加熱される受熱部（４１２ｂ）を有していることを特徴とする請求項１
ないし１６のいずれか１つに記載の熱機関。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、作動液を加熱して蒸発させ、蒸発した蒸気のエネルギーを機械的エネルギー
として取り出した後に蒸気を凝縮させて送還する熱機関に関し、排熱回収装置に用いて好
適である。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種の熱機関は、作動液を蒸発させる蒸発部（蒸発室）が高圧になるのに対し
、蒸気を凝縮（復液）させる凝縮部が低圧になるので、凝縮部で凝縮した作動液を蒸発部
に送還するためにポンプ等の装置を用いるのが一般的である（例えば特許文献１）。すな
わち、ポンプ等の装置を外部エネルギーを用いて駆動することよって、凝縮部の作動液を
圧送して蒸発部に送還する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平８－３３８２０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記従来技術のごとく、凝縮部で凝縮した作動液をポンプ等の機構で蒸発室に送還する
熱機関においては、作動液を加熱して蒸発させる外部エネルギー（熱エネルギー）に加え
てポンプ等の装置を駆動するための外部エネルギーも必要であるので、出力効率の向上に
限界がある。
【０００５】
　本発明は上記点に鑑みて成されたものであり、外部エネルギーを極力用いることなく、
凝縮部で凝縮した作動液を高圧の蒸発室へ送還することが可能な熱機関を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するため、請求項１に記載の発明では、外部熱源（３）から供給される
熱で作動液（１４）を加熱して作動液（１４）の蒸気を発生させる蒸発室（１５６、３０
８）、および蒸発室（１５６、３０８）に供給される作動液（１４）を溜める液溜め室（
１５７ａ、３０９ａ）が形成されたボイラー部（１１）と、
　蒸発室（１５６、３０８）で発生した蒸気が流通し、蒸気のエネルギーを機械的エネル
ギーに変換して取り出す出力部（１２）と、
　出力部（１２）を通過した蒸気を凝縮させ、凝縮した作動液（１４）を液溜め室（１５
７ａ、３０９ａ）に還流させる凝縮部（１３）と、
　ボイラー部（１１）内に配置され、液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）の作動液（１４）
を毛管力で吸引して蒸発室（１５６、３０８）に供給する作動液導入用部材（１７）とを
備え、
　蒸発室（１５６、３０８）は、液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）に対して隔てられてい
て液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）よりも高圧になっており、
　作動液導入用部材（１７）は、
（２σ／ｒ）・ｃｏｓθ＞ＰＨ－ＰＬ
の関係を満たすように構成され、
　作動液導入用部材（１７）は、液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）の作動液（１４）を吸
引する吸引部（１７５）と、外部熱源（３）からの熱を受熱する受熱部（１７６）とを有
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し、
　さらに、作動液導入用部材（１７）は、部位によって空隙の連続性が異なり、吸引部（
１７５）側から受熱部（１７６）側に向かって空隙の連続性の高い部位と空隙の連続性の
低い部位とが交互に現れる構造を有し、
　作動液導入用部材（１７）は、外部熱源（３）から液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）に
至る熱伝達経路中に介在し、外部熱源（３）から液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）の前記
作動液（１４）への伝熱を抑制することを特徴とする。
【０００７】
　但し、σは作動液（１４）の表面張力、ｒは作動液導入用部材（１７）内の空隙の円相
当半径、θは作動液導入用部材（１７）に対する作動液（１４）の濡れ角、ＰＨは蒸発室
（１５６、３０８）の圧力、ＰＬは液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）の圧力である。
【０００８】
　これによると、上記数式の関係を満たすように作動液導入用部材（１７）を構成するこ
とにより、作動液導入用部材（１７）の毛管力による圧力が、高圧の蒸発室（１５６、３
０８）と低圧の液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）との圧力差よりも大きくなるので、低圧
の液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）から高圧の蒸発室（１５６、３０８）への作動液（１
４）の供給を作動液導入用部材（１７）の毛管力を利用して行うことができる。したがっ
て、外部エネルギーを極力用いることなく、凝縮部（１３）で凝縮した作動液（１４）を
高圧の蒸発室（１５６、３０８）へ送還することができる。
【０００９】
　さらに、作動液導入用部材（１７）は、吸引部（１７５）側から受熱部（１７６）側に
向かって空隙の連続性の高い部位と空隙の連続性の低い部位とが交互に現れる構造を有し
ているので、蒸気が受熱部（１７６）側から吸引部（１７５）側へ空隙を通じて逆流する
ことを抑制することができる。このため、蒸気の封止性を向上することができ、ひいては
液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）から蒸発室（１５６、３０８）への作動液（１４）の供
給性を向上できる。
　また、液溜め室（１５７ａ、３０９ａ）の断熱性を向上できるので、液溜め室（１５７
ａ、３０９ａ）の作動液（１４）が蒸発して出力効率の低下を招くことを抑制できる。
【００１０】
　具体的には、請求項２に記載の発明のように、請求項１に記載の熱機関において、作動
液導入用部材（１７）は、互いに積層された複数の繊維層を有し、
　作動液導入用部材（１７）の複数の繊維層は、吸引部（１７５）側から受熱部（１７６
）側に向かって積層されており、
　作動液導入用部材（１７）のうち空隙の連続性が高い部位は、繊維層同士の界面部であ
り、
　作動液導入用部材（１７）のうち空隙の連続性が低い部位は、繊維層を構成する部位で
あるようにすればよい。
【００１１】
　より具体的には、作動液導入用部材（１７）の繊維層を構成する繊維としては熱可塑性
樹脂繊維（より具体的にはアラミド繊維）が好ましい。
【００１２】
　請求項３に記載の発明では、請求項２に記載の熱機関において、作動液導入用部材（１
７）は、繊維層の延びる方向と平行に板面が延びる平板状に形成され、
　吸引部（１７５）は、作動液導入用部材（１７）の一方の板面で構成され、
　受熱部（１７６）は、作動液導入用部材（１７）の他方の板面で構成されていることを
特徴とする。
【００１３】
　これにより、作動液導入用部材（１７）を形状安定性および強度を高めることができる
。また、作動液導入用部材（１７）の製造も容易である。
【００１６】
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　請求項４に記載の発明では、請求項１ないし３のいずれか１つに記載の熱機関において
、ボイラー部（１１）は、作動液導入用部材（１７）の受熱部（１７６）に当接し、外部
熱源（３）からの熱を作動液導入用部材（１７）に伝える伝熱部材（１５２、２３、３０
２）を有し、
　伝熱部材（１５２、２３、３０２）のうち受熱部（１７６）に当接する部位には、作動
液導入用部材（１７）から発生した蒸気を作動液導入用部材（１７）の外部に排気するた
めの排気通路（２１）が形成されていることを特徴とする。
【００１７】
　これによると、伝熱部材（１５２、２３、３０２）のうち受熱部（１７６）に当接する
部位に、作動液導入用部材（１７）から発生した蒸気を作動液導入用部材（１７）の外部
に排気するための排気通路（２１）が形成されているので、蒸気が作動液導入用部材（１
７）の内部に滞留して作動液（１４）の吸引を妨げてしまうことを回避できる。
【００１８】
　具体的には、請求項５に記載の発明のように、請求項４に記載の熱機関において、排気
通路（２１）は、伝熱部材（１５２）に形成された溝（２２）によって構成されていれば
よい。
【００１９】
　また、請求項６に記載の発明のように、請求項４に記載の熱機関において、伝熱部材（
１５２、２３）は、排気通路（２１）を形成する排気通路形成部材（２３）と、残余の部
位を構成する部材（１５２）とに分割して成形され、
　排気通路形成部材（２３）は、残余の部位を構成する部材（１５２）と作動液導入用部
材（１７）との間に挟まれた網状部材または複数の玉状部材であり、
　排気通路（２１）は、網状部材または複数の玉状部材が形成する空隙によって構成され
ていてもよい。
【００２０】
　請求項７に記載の発明では、請求項４ないし６のいずれか１つに記載の熱機関において
、伝熱部材（１５２、２３、３０２）は、水平方向に延びる上面部を有し、
　作動液導入用部材（１７）は、平板状に形成されて伝熱部材（１５２、２３、３０２）
の上面部に重ねられ、
　作動液導入用部材（１７）は、伝熱部材（１５２、２３、３０２）を介して外部熱源（
３）から受熱することを特徴とする。
【００２１】
　これにより、作動液導入用部材（１７）の受熱面積を大きく確保することができるので
、作動液導入用部材（１７）によって吸引された作動液（１４）を効果的に加熱すること
ができる。
【００２２】
　請求項８に記載の発明では、請求項７に記載の熱機関において、ボイラー部（１１）は
、作動液導入用部材（１７）のうち伝熱部材（１５２、２３、３０２）と反対側の面に重
ねられ、外部熱源（３）からの熱を作動液導入用部材（１７）に伝える伝熱板（１９）を
有していることを特徴とする。
【００２３】
　これにより、作動液導入用部材（１７）が上面側から加熱されることとなる。このため
、作動液導入用部材（１７）の上面から作動液（１４）が蒸発するので、作動液（１４）
の蒸気の放出が良くなり、ひいては出力を向上できる。
【００２４】
　請求項９に記載の発明では、請求項１ないし８のいずれか１つに記載の熱機関において
、ボイラー部（１１）を収容するボイラー部ケース（３０）と、
　出力部（１２）および凝縮部（１３）を収容する還流部ケース（３１）と、
　ボイラー部（１１）の蒸発室（３０８）と出力部（１２）とを連通する蒸気通路（３２
ａ）を形成する蒸気通路形成部（３２）と、
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　凝縮部（１３）とボイラー部（１１）の液溜め室（３０９ａ）とを連通する循環通路（
３３ａ）を形成する循環通路形成部（３３）とを備え、
　ボイラー部ケース（３０）および還流部ケース（３１）は、互いに離間して配置され且
つ蒸気通路形成部（３２）および循環通路形成部（３３）を介して接続されていることを
特徴とする。
【００２５】
　これによると、出力部（１２）および凝縮部（１３）がボイラー部（１１）に対して離
間して配置されているので、出力部（１２）および凝縮部（１３）にボイラー部（１１）
の熱が伝わりにくく、出力部（１２）および凝縮部（１３）の温度上昇が抑えられる。こ
のため、出力部（１２）から排出される蒸気の凝集・還流性能が向上する。
【００２６】
　請求項１０に記載の発明では、請求項７または８に記載の熱機関において、作動液導入
用部材（１７）のうち蒸発室（１５６）の内部に位置する部位には、その表裏を貫通する
貫通孔（１７２）が形成されていることを特徴とする。
【００２７】
　これによると、伝熱部材（１５２、２３、３０２）で加熱されて蒸発した蒸気を貫通孔
（１７２）から作動液導入用部材（１７）の上方側へ速やかに逃がすことができるので、
蒸気が作動液導入用部材（１７）内に滞留して作動液（１４）の吸引を妨げてしまうこと
を抑制できる。
【００２８】
　請求項１１に記載の発明では、請求項１０に記載の熱機関において、貫通孔（１７２）
は、排気通路（２１）と連通していることを特徴とする。
【００２９】
　これにより、伝熱部材（１５２、２３、３０２）で加熱されて蒸発した蒸気を排気通路
（２１）および貫通孔（１７２）から作動液導入用部材（１７）の上方側へ速やかに逃が
すことができるので、蒸気が作動液導入用部材（１７）内に滞留して作動液（１４）の吸
引を妨げてしまうことを一層抑制できる。
【００３０】
　具体的には、請求項１２に記載の発明のように、請求項１０または１１に記載の熱機関
において、貫通孔（１７２）は、作動液導入用部材（１７）の板面方向に延びる溝状に形
成されていればよい。
【００３１】
　また、請求項１３に記載の発明のように、請求項１０または１１に記載の熱機関におい
て、貫通孔（１７２）は多数個分散して形成されていてもよい。
【００３２】
　請求項１４に記載の発明では、請求項１ないし１３のいずれか１つに記載の熱機関にお
いて、ボイラー部（１１）は、作動液導入用部材（１７）内の空隙が縮小するように作動
液導入用部材（１７）に荷重を付与する荷重付与手段（１６１）を有し、
　作動液導入用部材（１７）は、荷重付与手段（１６１）から荷重が付与された状態でボ
イラー部（１１）内に保持されていることを特徴とする。
【００３３】
　これによると、荷重付与手段（１６１）が作動液導入用部材（１７）内の空隙を縮小さ
せることにより作動液導入用部材（１７）内の空隙の円相当半径ｒを小さくすることがで
きるので、上記数式の関係を満たす作動液導入用部材（１７）を容易に構成することがで
きる。
【００３４】
　請求項１５に記載の発明では、請求項１４に記載の熱機関において、ボイラー部（１１
）は、蒸発室（１５６）と液溜め室（１５７ａ）とを隔てる隔壁（１６）を有し、
　隔壁（１６）は、作動液導入用部材（１７）に荷重を付与するようにボイラー部（１１
）内に配置され、
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　荷重付与手段（１６１）は、隔壁（１６）で構成されていることを特徴とする。
【００３５】
　これによると、蒸発室（１５６）と液溜め室（１５７ａ）とを隔てる隔壁（１６）が荷
重付与手段としての役割をも果たすので、隔壁（１６）と別個に荷重付与手段を設ける場
合と比較して構成を簡素化できる。
【００３６】
　請求項１６に記載の発明では、請求項１ないし１５のいずれか１つに記載の熱機関にお
いて、作動液導入用部材（１７）は、少なくとも樹脂繊維を編み込んだ素材で構成されて
いることを特徴とする。
【００３７】
　請求項１７に記載の発明では、請求項１ないし１６のいずれか１つに記載の熱機関にお
いて、蒸発室（４１１ｂ）は、太陽光から得られる熱で作動液（４４）を加熱して前記作
動液（４４）の蒸気を発生させ、
　ボイラー部（４１）は、太陽光を蒸発室（４１１ｂ）に取り入れる太陽光取入部（４１
１ｃ）を有し、
　作動液導入用部材（４１２）は、太陽光取入部（４１１ｃ）から取り入れられた太陽光
を受けて加熱される受熱部（４１２ｂ）を有していることを特徴とする。
【００３９】
　これによると、太陽光から機械的エネルギーを取り出す熱機関において、外部エネルギ
ーを極力用いることなく、凝縮部（４３）で凝縮した作動液（４４）を高圧の蒸発室（４
１１ｂ）へ送還することができる。このため、省エネルギー化・クリーンエネルギー化を
実現することができる。
【００４０】
　さらに、作動液導入用部材（４４）は、吸引部（４１２ａ）側から受熱部（４１２ｂ）
側に向かって空隙の連続性の高い部位と空隙の連続性の低い部位とが交互に現れる構造を
有しているので、受熱部（４１２ｂ）から吸引部（４１２ａ）へ蒸気が逆流することを抑
制することができる。このため、蒸気の封止性を向上することができ、ひいては液溜め室
（４１１ａ）から蒸発室（４１１ｂ）への作動液（４４）の供給性を向上できる。
【００４１】
　なお、この欄および特許請求の範囲で記載した各手段の括弧内の符号は、後述する実施
形態に記載の具体的手段との対応関係を示すものである。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】本発明の前提となる形態における排熱回収装置の断面図である。
【図２】本発明の前提となる形態における排熱回収装置の外観を示す斜視図である。
【図３】本発明の前提となる形態における排熱回収装置の内部構造を示す斜視図である。
【図４】本発明の前提となる形態における排熱回収装置のエンジンを示す断面図である。
【図５】本発明の第１実施形態における排熱回収装置の断面図である。
【図６】本発明の第１実施形態におけるボイラー部の要部を示す断面図および平面図であ
る。
【図７】本発明の第１実施形態におけるウィックの製造方法を説明する説明図である。
【図８】本発明の第１実施形態における溝のパターン例を示す平面図である。
【図９】本発明の第２実施形態におけるボイラー部の要部を示す断面図である。
【図１０】本発明の第３実施形態におけるボイラー部の要部を示す平面図および断面図で
ある。
【図１１】本発明の第４実施形態における排熱回収装置の断面図である。
【図１２】本発明の第５実施形態におけるボイラー部の要部を示す平面図および断面図で
ある。
【図１３】本発明の第５実施形態の変形例におけるボイラー部の要部を示す平面図および
断面図である。
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【図１４】本発明の第６実施形態における太陽熱発電機を示す斜視図および断面図である
。
【発明を実施するための形態】
【００４３】
　（本発明の前提となる形態）
　本発明の前提となる形態を図１～図４に基づいて説明する。本形態では、熱機関を排熱
回収装置に適用している。図１は、排熱回収装置の全体構成を示す断面図である。図２は
、排熱回収装置の外観を示す斜視図である。図３は、排熱回収装置の内部構造を示す斜視
図である。図１～図４中、上下の矢印は、排熱回収装置の設置状態における上下方向（天
地方向）を示している。
【００４４】
　本実施形態の排熱回収装置１０は、ボイラー部１１、出力部１２、および凝縮部１３に
大別される。図１の例では、排熱回収装置１０で取り出された機械的エネルギーを発電に
用いるために、排熱回収装置１０に発電機１が取り付けられている。図２の例では、排熱
回収装置１０で取り出された機械的エネルギーでファン２を回転駆動するようになってい
る。
【００４５】
　ボイラー部１１は、外部熱源から供給される熱（排熱）で作動液１４（本例では、水）
を加熱して蒸発させ、作動液１４の蒸気を出力部１２に供給する。出力部１２は、ボイラ
ー部１１から供給された蒸気のエネルギーを機械的エネルギーに変換して出力する。
【００４６】
　凝縮部１３は、出力部１２通過後の蒸気を凝縮して作動液１４に復液させ、復液した作
動液１４をボイラー部１１に還流する。したがって、凝縮部１３を還流部と表現すること
もできる。
【００４７】
　ボイラー部１１および出力部１２はケース１５内に収容されている。本例では、ケース
１５は、単一の容器で構成されている。ケース１５は、外部熱源をなす発熱体３の上に載
せられている。本例では、発熱体３は、工場から出る排熱によって発熱するようになって
いる。
【００４８】
　ケース１５は、水平方向に延びる２つの平板１５１、１５２と、２つの平板１５１、１
５２の間で上下方向に延びる筒１５３とで構成されている。すなわち、平板１５１、１５
２によってケース１５の上下壁部が構成され、筒１５３によってケース１５の側壁部が構
成されている。
【００４９】
　本例では、作動液１４として水を用いているので、平板１５１、１５２および筒１５３
を、耐水性に優れたステンレスで形成するのが好ましい。また、本例では、平板１５１、
１５２は矩形平板状に形成され、筒１５３は円筒状に形成されている。
【００５０】
　平板１５１、１５２と筒１５３との固定は、液密性および気密性が確保されるようにな
されている。図１の例では、平板１５１、１５２と筒１５３との間にシール部材１５４が
介在している。なお、図２、図３の例では、筒１５３の外周側に、平板１５１、１５２同
士を繋ぐ支柱１５５が配置されている。
【００５１】
　ケース１５の内部空間は、隔壁１６によって高圧室１５６と低圧室１５７とに隔てられ
ている。隔壁１６は、ケース１５の下壁部１５２の上に配置された筒状壁部１６１と、筒
状壁部１６１の上に被せられた板状壁部１６２とに分割形成されている。本例では、筒状
壁部１６１は円筒状に形成され、板状壁部１６２は円板状に形成されている。
【００５２】
　高圧室１５６は、筒状壁部１６１の内側かつ板状壁部１６２の下側に形成される空間で



(10) JP 4947195 B2 2012.6.6

10

20

30

40

50

あり、作動液１４が発熱体３の熱によって加熱されて蒸発する蒸発室を構成する。したが
って、高圧室１５６は、作動液１４の蒸気によって高圧になる。
【００５３】
　低圧室１５７は、筒状壁部１６１の外側および板状壁部１６２の上側に形成される空間
である。低圧室１５７には、出力部１２を流通した蒸気と、凝縮部１３で凝縮された作動
液１４とが流入する。したがって、低圧室１５７は高圧室１５６よりも低圧になる。
【００５４】
　隔壁１６は、蒸発室（高圧室）１５６の蒸気が冷えて凝縮しないよう、例えば耐熱樹脂
のような耐熱性のある断熱素材で形成されている。
【００５５】
　低圧室１５７には出力部１２を構成するエンジン１２１が配置されている。本例では、
エンジン１２１は、隔壁１６の板状壁部１６２の上側に固定されており、蒸発室１５６の
蒸気をエンジン１２１に供給するための蒸気通路１６２ａが板状壁部１６２に形成されて
いる。
【００５６】
　低圧室１５７のうちケース１５の筒１５３と隔壁１６の筒状壁部１６１との間に位置す
る空間は、蒸発室１５６に供給される作動液１４を溜める液溜め室１５７ａを構成してい
る。つまり、液溜め室１５７ａは、蒸発室１５６の水平方向側に配置されている。
【００５７】
　ケース１５の底壁部（下壁部）１５２と隔壁１６の筒状壁部１６１との間には、作動液
導入用部材に相当するウィック１７が挟み込まれている。
【００５８】
　ここで、作動液導入用部材とは、液溜め室１５７の作動液１４を吸引する毛管力を発生
する部材（毛管力発生部材）のことを定義しており、例えば多孔質セラミックや金属焼結
体のような多孔質体や繊維を編み込んだ構造体である。
【００５９】
　本例では、ウィック１７は、耐熱性を有するシート素材で形成されている。具体的には
、ウィック１７は、ステンレスワイヤとアラミド繊維（熱可塑性樹脂繊維）の編み込み素
材で形成されている。本例では、ウィック１７は平板状、より具体的には円板状に形成さ
れている。
【００６０】
　ウィック１７は、平面状の底壁部１５２のうち水平方向に延びる上面部に重ねられてい
る。底壁部１５２は発熱体３に当接しており、発熱体３からウィック１７への伝熱を担う
伝熱部材の役割を果たす。これにより、ウィック１７の下面部（底壁部１５２側の平面部
）１７３は、底壁部１５２を介して発熱体３から受熱する。
【００６１】
　ウィック１７の外周縁部は、ケース１５の底壁部１５２と隔壁１６の筒状壁部１６１と
の間に挟み込まれている。これにより、ウィック１７のうち水平方向における端面１７１
は、液溜め室１５７の作動液１４が流入する流入口を構成することとなる。
【００６２】
　ウィック１７の中心部（筒状壁部１６１よりも中心側の部位）は、蒸発室１５６内に位
置している。換言すれば、ウィック１７は、筒状壁部１６１よりも蒸発室１５６側まで延
びている。
【００６３】
　本例では、筒状壁部１６１およびウィック１７は、ボルト１８によってケース１５の底
壁部１５２に共締めされて固定されている。ボルト１８の締め込みによって、ウィック１
７は、筒状壁部１６１から荷重を受けて圧縮された状態でケース１５内に保持されている
。
【００６４】
　ウィック１７が筒状壁部１６１から荷重を受けて圧縮されることによって、ウィック１
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７内の空隙は、荷重を受けていない状態（ウィック１７の単体状態）に比べて縮小されて
いる。換言すれば、筒状壁部１６１は、ウィック１７内の空隙が縮小するようにウィック
１７に荷重を付与する荷重付与手段を構成している。
【００６５】
　ここで、ウィック１７の内部には、毛管現象によって圧力差が生じる。この毛管現象に
よる圧力差を以下、ウィック１７の毛管力による圧力ΔＰと言う。ウィック１７の毛管力
による圧力ΔＰは次の数式１で表される。
【００６６】
　（数１）
　ΔＰ＝（２σ／ｒ）・ｃｏｓθ
　但し、ｒはウィック１７内の空隙の円相当半径（細管半径）、σは表面張力、θは濡れ
角である。円相当半径とは、対象とする断面と同じ面積を持つ円の半径のことである。
【００６７】
　上述のごとく、ウィック１７は、筒状壁部１６１から荷重を受けて圧縮されてウィック
１７内の空隙が縮小されている。これにより、上記数式１におけるウィック１７内の空隙
の円相当半径ｒを小さくして、ウィック１７の毛管力による圧力ΔＰが、高圧室１５６の
圧力ＰＨと低圧室１５７の圧力ＰＬとの圧力差（ＰＨ－ＰＬ）よりも大きくなるようにし
ている（ΔＰ＞ＰＨ－ＰＬ）。
【００６８】
　換言すれば、ウィック１７は、次の数式２の関係を満たすように構成されている。
【００６９】
　（数２）
　（２σ／ｒ）・ｃｏｓθ＞ＰＨ－ＰＬ
　ウィック１７の中心部には、円板状のプレート１９が載せられている。プレート１９お
よびウィック１７は、ボルト２０によってケース１５の底壁部１５２に共締めされて固定
されている。これにより、ウィック１７の中心部の浮き上がりが防止される。
【００７０】
　ウィック１７およびプレート１９のうち蒸発室１５６内に位置する部位には、上下方向
に延びて表裏を貫通する貫通孔１７２、１９１が所定形状で所定個数、形成されている。
貫通孔１７２、１９１は、蒸発室１５６内で発生した蒸気がウィック１７およびプレート
１９の上方側へ抜けるようにするための蒸気抜き孔としての役割を果たす。
【００７１】
　換言すれば、蒸発室１５６内の作動液１４は、ケース１５の底壁部１５２からの伝熱に
よって蒸発すると、貫通孔１７２、１９１を通じてウィック１７およびプレート１９の上
方側へ抜ける。
【００７２】
　底壁部１５２のうち貫通孔１７２、１９１よりも液溜め室１５７ａ側に位置する部位に
は、底壁部１５２内における熱伝導を抑制する断熱溝１５２ａが周状、より具体的には円
周状に形成されている。
【００７３】
　底壁部１５２のうち断熱溝１５２ａの内側部位１５２ｂ、すなわち断熱溝１５２ａより
も貫通孔１７２、１９１側に位置する部位は、発熱体３上に載せられて発熱体３と接触し
ている。これに対し、底壁部１５２のうち断熱溝１５２ａの外側部位１５２ｃは、発熱体
３上に載せられておらず発熱体３と接触していない。
【００７４】
　隔壁１６の筒状壁部１６１は、底壁部１５２のうち断熱溝１５２ａの外側部位１５２ｃ
の上に配置されている。
【００７５】
　出力部１２のエンジン１２１は、本例では、ピストン１２２およびシリンダ１２３が振
り子のように揺動する振り子式エンジンが用いられている。なお、エンジン１２１の代わ
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りに蒸気タービン等を用いてもよい。
【００７６】
　図４は、エンジン１２１を示す断面図である。シリンダ１２３は、隔壁１６の板状壁部
１６２に固定されたベース１２４に対して、揺動軸１２５を中心に揺動可能に支持されて
いる。
【００７７】
　ベース１２４には、蒸気通路１６２ａと連通する吸気路１２４ａが形成されている。吸
気路１２４ａは、シリンダ１２３に吸入される蒸気が流れる流路である。また、ベース１
２４には、低圧室１５７と連通する排気路１２４ｂが形成されている。排気路１２４ｂは
、シリンダ１２３から排出される蒸気が流れる流路である。吸気路１２４ａの出口部およ
び排気路１２４ｂの入口部は、ベース１２４の上面に開口している。
【００７８】
　本例では、ピストン１２２およびシリンダ１２３は水平方向に配置されており、揺動軸
１２５は上下方向に配置されている。したがって、ピストン１２２およびシリンダ１２３
は水平面内で揺動する。
【００７９】
　シリンダ１２３の下面には、蒸気を吸入・排気するポート１２３ａが開口している。シ
リンダ１２３が揺動方向の一端側に位置している状態では、ポート１２３ａが吸気路１２
４ａと連通する。シリンダ１２３が揺動方向の他端側に位置している状態では、ポート１
２３ａが排気路１２４ｂと連通する。
【００８０】
　シリンダ１２３が揺動方向の一端側に位置してポート１２３ａが吸気路１２４ａと連通
していると、シリンダ１２３内に蒸発室１５６の蒸気が流入してピストン１２２が押し出
されて往動する。
【００８１】
　ピストン１２２の先端部は、ロッド１２６を介してホイールギア１２７に連結されてい
る。図１に示すように、ホイールギア１２７は、センターギア１２８に連結されている。
センターギア１２８の中心には、出力軸１２９が固定されている。これにより、ピストン
１２２が押し出されるとホイールギア１２７およびセンターギア１２８を介して出力軸１
２９が回転する。
【００８２】
　また、ピストン１２２が押し出されてホイールギア１２７が回転することで、シリンダ
１２３が揺動方向の他端側に向かって揺動してポート１２３ａがベース１２４の上面によ
って閉塞される。
【００８３】
　ポート１２３ａが閉塞されると、ホイールギア１２７は慣性力によって回転を継続し、
ホイールギア１２７の慣性力によってピストン１２２が押し戻されて復動する。この際も
シリンダ１２３の揺動は継続される。そして、シリンダ１２３が揺動方向の他端側に位置
してポート１２３ａが排気路１２４ｂと連通すると、シリンダ１２３内の蒸気が低圧室１
５７に排出される。
【００８４】
　図１、図３の例では、エンジン１２１は、シリンダ１２３が複数個設けられた複気筒エ
ンジンを構成しているが、シリンダ１２３が１個のみ設けられた単気筒エンジンを構成し
ていてもよい。
【００８５】
　出力部１２の出力軸１２９と発電機１の回転軸１ａとの連結は、ケース１５の上壁部１
５１を介して、マグネットカップリングによってなされている。回転軸１ａの回転によっ
てロータ１ｂが回転し、ロータ１ｂの回転によってコイル１ｃで発電される。コイル１ｃ
で発電された電力は、発電機１に接続された任意の電気機器４に供給される。
【００８６】
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　図１の例では、ケース１５の上方側に凝縮部１３が配置されている。ケース１５の上壁
部１５１には、出力部１２から排出された低圧室１５７の蒸気を凝縮部１３に流出させる
ための流出路１５１ａと、凝縮部１３で凝縮した作動液１４を低圧室１５７に還流させる
ための還流路１５１ｂとが形成されている。
【００８７】
　凝縮部１３は、所定形状の容器で形成されており、凝縮部１３の内部空間は流出路１５
１ａおよび還流路１５１ｂと連通している。流出路１５１ａを通じて凝縮部１３に流入し
た蒸気は、凝縮部１３にて大気中に放熱して凝縮する。つまり、凝縮部１３では、蒸気が
作動液１４に復液する。凝縮部１３で復液した作動液１４は、還流路１５１ｂを通じて低
圧室１５７に還流し、液溜め室１５７ａに溜まる。
【００８８】
　図１の例では、凝縮部１３における蒸気の放熱量を増大させるべく、発電機１の回転軸
１ａにファン１ｄを連結し、回転軸１ａによってファン１ｄを回転させ、ファン１ｄの回
転によって発生する送風空気で凝縮部１３を冷却するようになっている。
【００８９】
　次に、上記構成における作動を説明する。発熱体３の熱は、ケース１５の底壁部１５２
を介して蒸発室１５６内の作動液１４に伝わり、作動液１４が蒸発する。蒸発室１５６で
発生した蒸気は、蒸気通路１６２ａを通じてエンジン１２１に供給される。
【００９０】
　エンジン１２１に供給された蒸気はピストン１２２を駆動する。これにより、蒸気のエ
ネルギーが機械的エネルギーに変換される。ピストン１２２の駆動により出力軸１２９が
回転し、発電機１で発電が行われる。このようにして、発熱体３の排熱エネルギーが電気
エネルギーとして回収される。
【００９１】
　エンジン１２１内の蒸気はピストン１２２を駆動した後に排気路１２４ｂを通じて低圧
室１５７に排出される。エンジン１２１から低圧室１５７に排出された蒸気は、流出路１
５１ａを通じて凝縮部１３に流入し、凝縮部１３で凝縮されて作動液１４に復液する。凝
縮部１３で復液した作動液１４は、還流路１５１ｂを通じて低圧室１５７に還流して液溜
め室１５７ａに溜まる。
【００９２】
　液溜め室１５７ａに溜まった作動液１４は、ウィック１７に吸引されて蒸発室１５６に
供給されて蒸発する。すなわち、ウィック１７には、液溜め室１５７ａの作動液１４を吸
引する毛管力が発生するので、この毛管力を利用して、低圧の液溜め室１５７ａから高圧
の蒸発室１５６に作動液１４を供給する。
【００９３】
　より具体的には、圧力隔壁１６のあるボイラー部１１において、低温低圧の液溜め室１
５７ａの還流作動液１４をウィック１７の毛管力で高圧の蒸発室１５６へ引っ張り込み、
ウィック１７端に到達した作動液１４のしずくを連続的に蒸発させる。
【００９４】
　ここで、上述の数式２を満たすように、ウィック１７内の空隙を小さくしてウィック１
７内の空隙の円相当半径ｒを十分に小さくしているので、ウィック１７の毛管力による圧
力ΔＰが、高圧室１５６の圧力ＰＨと低圧室１５７の圧力ＰＬとの圧力差（ＰＨ－ＰＬ）
よりも大きくなる（ΔＰ＞ＰＨ－ＰＬ）。
【００９５】
　このため、ウィック１７の毛管力が高圧室１５６の圧力ＰＨと低圧室１５７の圧力ＰＬ
との圧力差（ＰＨ－ＰＬ）に打ち勝って、低圧の液溜め室１５７ａに溜まった作動液１４
を高圧の蒸発室１５６に良好に吸引することができる。
【００９６】
　換言すれば、圧力隔壁１６によって液溜め室１５７ａと蒸発室１５６との間に圧力差が
生じている状態において、ウィック１７を使って圧力差（ＰＨ－ＰＬ）に負けない毛管力
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を与えることにより低圧の液溜め室１５７ａから高圧の蒸発室１５６へ作動液１４を引っ
張り込むことができる。したがって、液溜め室１５７ａの作動液１４を高圧の蒸発室１５
６へ外部エネルギーを用いることなく送還することができる。
【００９７】
　また、蒸発室１５６における作動液１４の蒸発量と液溜め室１５７ａからの作動液１４
の移動量とが同一であるため、作動液１４の還流量制御は自律的になる。このため、作動
液１４の還流量を制御するための制御機構が不要であるので、装置体格の小型化および低
コスト化を図ることができる。
【００９８】
　また、ウィック１７内の空隙を小さくしているので、蒸発室１５６で発生した蒸気がウ
ィック１７を通じて低圧室１５７に逆流してしまうことを防止できる。
【００９９】
　上述のごとく、本実施形態では、ウィック１７の例として、ステンレスワイヤとアラミ
ド繊維の編み込み素材を用いている。このようなウィック１７が単体状態（圧縮されてい
ない状態）で内部の空隙が大きい場合、ウィック１７を圧縮して繊維を密にすることによ
ってウィック１７内の空隙を小さくしてウィック１７内の空隙の円相当半径ｒを十分に小
さくするのが好ましい。
【０１００】
　本実施形態では、隔壁１６の筒状壁部１６１をケース１５の底壁部１５２に対してボル
ト１８で締め込むことによって、筒状壁部１６１と底壁部１５２との間でウィック１７を
圧縮している。このため、上記数式２の関係を満たすウィック１７を容易に構成すること
ができる。
【０１０１】
　このようなウィック１７の圧縮の一具体例を挙げると、素材厚みが５ｍｍで密度が２．
５ｍ／ｃｍ3 、繊維径が８μｍのウィック１７を締め込んで１２％まで圧縮することで、
ウィック１７の円相当半径ｒを１２μｍまで縮小させ、蒸発室１５６の圧力１０ｋＰａに
打ち勝つ毛管力を起こすことができる。
【０１０２】
　また、本実施形態では、隔壁１６の一部である筒状壁部１６１によってウィック１７に
荷重を作用させてウィック１７を圧縮しているので、ウィック１７に荷重を作用させてウ
ィック１７を圧縮する荷重付与手段を隔壁１６と別個に設ける場合と比較して構成を簡素
化できる。
【０１０３】
　なお、ウィック１７内の空隙がウィック１７の単体状態（圧縮されていない状態）でも
既に十分小さい場合には、ウィック１７を圧縮せずに用いても十分な毛管力を得ることが
できる。このようなウィック１７としては、例えば多孔焼結金属プレートが挙げられる。
【０１０４】
　また、本実施形態では、ウィック１７が筒状壁部１６１よりも蒸発室１５６側まで延び
ているので、ウィック１７が筒状壁部１６１とケース１５の底壁部１５２との間にのみ配
置されている場合と比較して、液溜め室１５７ａの作動液１４を蒸発室１５６に確実に供
給することができる。
【０１０５】
　また、本実施形態では、ウィック１７のうち水平方向における端面１７１が、液溜め室
１５７ａの作動液１４が流入する流入口を構成しているので、ウィック１７が作動液１４
を水平方向に吸引することとなる。このため、ウィック１７が作動液１４を吸引する際に
重力の影響を受けることを抑制できる。このため、ウィック１７によって、液溜め室１５
７ａの作動液１４を蒸発室１５６に確実に供給することができる。
【０１０６】
　また、本実施形態では、ウィック１７を、水平方向に延びる平板状に形成し、かつ底壁
部１５２上に配置しているので、ウィック１７のうち底壁部１５２側の平面部１７３が底



(15) JP 4947195 B2 2012.6.6

10

20

30

40

50

壁部１５２を介して発熱体３から受熱することができる。このため、ウィック１７の受熱
面積を大きく確保することができるので、ウィック１７によって吸引された作動液１４を
効果的に加熱することができる。
【０１０７】
　また、本実施形態では、ウィック１７のうち蒸発室１５６内に位置する部位に、上下方
向に延びる貫通孔１７２を形成しているので、底壁部１５２で加熱されて蒸発した蒸気を
貫通孔１７２からウィック１７の上方側へ速やかに逃がすことができる。このため、蒸気
がウィック１７内に滞留してウィック１７の内部を加熱・乾燥させて作動液１４の吸引を
妨げてしまうことを抑制できる。
【０１０８】
　また、本実施形態では、底壁部１５２のうち貫通孔１７２よりも液溜め室１５７ａ側に
位置する部位に、底壁部１５２内における熱伝導を抑制する周状の断熱溝１５２ａを形成
し、底壁部１５２のうち周状の断熱溝１５２ａの内側部位１５２ｂを発熱体３と接触させ
ている。
【０１０９】
　このため、ウィック１７のうち貫通孔１７２近傍部位では受熱が良好に行われるのに対
し、ウィック１７のうち貫通孔１７２から離れた部位（液溜め室１５７ａ側の部位）では
受熱が抑制される。
【０１１０】
　その結果、底壁部１５２で加熱されて蒸発した蒸気を貫通孔１７２からウィック１７の
上方側へより速やかに逃がすことができるので、蒸気がウィック１７内に滞留してウィッ
ク１７の内部を加熱・乾燥させて作動液１４の吸引を妨げてしまうことをより回避できる
。
【０１１１】
　よって、ウィック１７内の作動液１４の流れが途切れないようにすることができるとと
もに、発熱体３の熱がケース１５に逃げるというロス（熱損失）を抑制することができる
。
【０１１２】
　因みに、本例では、ケース１５内を減圧することなく大気圧にし、外部熱源の温度を２
３０℃にしており、作動時には、高圧室１５６の温度が１０２℃、低圧室１５７の温度が
９７℃になるようにしている。
【０１１３】
　ここで、作動液１４の沸点は作動液１４の材料とケース１５内の圧力で決まるため、例
えば作動液１４にアルコールを用い、ケース１５内を真空にすれば外部熱源の温度が零度
以下でも適用可能である。外部熱源の温度が低い場合には、ウィック１７やボイラー部１
１の構造体（ケース１５等）に耐熱性を持たせる必要はないので、ウィック１７やボイラ
ー部１１の材料として耐熱性の低い材料（樹脂等）を用いることができる。
【０１１４】
　（第１実施形態）
　本第１実施形態では、図５に示すように、上記形態に対してボイラー部１１の構成が変
更されている。以下、上記形態に対する変更点を説明する。
【０１１５】
　液溜め室１５７ａは、ウィック１７の上方側に配置されている。換言すれば、ケース１
５の底壁部１５２と液溜め室１５７ａとの間にウィック１７が介在している。したがって
、ウィック１７は、発熱体３から液溜め室１５７ａに至る熱伝達経路中に介在することと
なる。
【０１１６】
　図５の例では、円筒状のケース１５の下方部が残余の部位よりも拡径されており、拡径
された下方部にウィック１７が配置され、ウィック１７の上方側に位置する部位（拡径さ
れていない部位）に液溜め室１５７ａが形成されている。
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【０１１７】
　ウィック１７は、互いに積層された複数の繊維層を有する繊維集合体（繊維層積層体）
である。本例では、ウィック１７は、熱可塑性樹脂繊維であるアラミド繊維とロックウー
ル粒子の混合体になっている。
【０１１８】
　図６は、図５のウィック１７の近傍部位を示す断面図である。ウィック１７は、積層さ
れた複数の円板状素材が一体的に接合されることによって形成されている。図６では、図
示の都合上、円板状素材同士の界面部を細実線で示している。ウィック１７を構成する複
数の円板状素材は、ウィック１７の吸引部１７５側からウィック１７の受熱部１７６側に
向かって積層されている。
【０１１９】
　ウィック１７の吸引部１７５とは、液溜め室１５７ａの作動液１４を吸引する部位のこ
とである。ウィック１７の受熱部１７６とは、発熱体３からの熱を受熱する部位のことで
ある。
【０１２０】
　図５の例では、液溜め室１５７ａが蒸発室１５６の上面側に配置されているので、ウィ
ック１７の吸引部１７５はウィック１７の上面部で構成され、ウィック１７の受熱部１７
６はウィック１７の下面部で構成されている。したがって、ウィック１７を構成する複数
の円板状素材はウィック１７の厚さ方向に積層されている。
【０１２１】
　図示を省略しているが、ウィック１７の各繊維層は、ウィック１７の厚さ方向と直交す
る方向（水平方向）に延びている。換言すれば、ウィック１７の各繊維層は、ウィック１
７の板面と平行に延びている。
【０１２２】
　このようなウィック１７の製造方法の概要を図７に基づいて説明する。まず図７（ａ）
に示すように板状素材Ｗ１を用意する。
【０１２３】
　板状素材Ｗ１は、互いに積層された複数の繊維層を有する繊維集合体（繊維層積層体）
であり、紙すきの手法を繰り返すことで所定の厚さに形成されている。本例では、板状素
材Ｗ１は、熱可塑性樹脂繊維であるアラミド繊維とロックウール粒子の混合体になってい
る。また、本例では、板状素材Ｗ１として厚さ４ｍｍ程度の薄いものを用いている。
【０１２４】
　図７（ｂ）は、図７（ａ）のＡ部拡大図である。図７（ｂ）では、図示の都合上、繊維
層相互間の界面を細実線で示している。図７（ｂ）に示すように、板状素材Ｗ１を構成す
る複数の繊維層は、板状素材Ｗ１の厚さ方向に積層されている。換言すれば、板状素材Ｗ
１を構成する複数の繊維層は板状素材Ｗ１の板面と平行に延びている。
【０１２５】
　次いで、図７（ｃ）に示すように、板状素材Ｗ１を切断して多数の円板状素材Ｗ２を得
る。このとき、多数の円板状素材Ｗ２の外径寸法を同一寸法に揃えるようにする。
【０１２６】
　次いで、図７（ｄ）に示すように、多数の円板状素材Ｗ２を、その厚さ方向に隙間なく
積層して円板状の配列体Ｗ３を得る。
【０１２７】
　このようにして得られた円板状の配列体Ｗ３では、その厚さ方向と直交する方向に繊維
層が延びることとなる。換言すれば、平板状の配列体Ｗ３は、その板面に対して平行な方
向に延びる繊維層を有することとなる。
【０１２８】
　次いで、図７（ｅ）に示すように、平板状の配列体Ｗ３を治具Ｊ１、Ｊ２、Ｊ３にセッ
トして熱プレスすることにより、配列体Ｗ３の円板状素材Ｗ２同士を接合させて円板状の
ウィック１７を得ることができる。
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【０１２９】
　このようにして得られたウィック１７では、その厚さ方向と直交する方向に繊維層が延
びることとなる。そして、ウィック１７の繊維層同士の界面部では、残余の部位（繊維層
を構成する部位）よりも空隙の連続性が高くなる。
【０１３０】
　このため、ウィック１７は、その厚さ方向における空隙の連続性が、その厚さ方向と直
交する方向（板面と平行な方向）における空隙の連続性よりも低くなるので、空隙の連続
性の高い部位と空隙の連続性の低い部位とが厚さ方向に交互に現れる構造を有することと
なる。
【０１３１】
　本例では、治具Ｊ１、Ｊ２、Ｊ３は、ステンレス製のリングＪ１、ステンレス製の円形
プレートＪ２およびステンレス製の円柱Ｊ３で構成されている。熱プレスの加工条件とし
ては、例えば温度：３００℃、加圧力：５０トン、プレス時間：２０分が好ましい。すな
わち、各短冊状素材Ｗ２のアラミド繊維（熱可塑性樹脂）が軟化する温度で熱プレスする
ことによって、短冊状素材Ｗ２同士を接合させることができる。
【０１３２】
　プレス時間経過後、加圧力を加えて圧縮したまま冷却することによって、繊維間の空隙
を縮めることができる。また、加圧力を加えて圧縮したまま冷却することによって、繊維
同士の密着力を高めることができるので、ウィック１７の強度を高めることができる。
【０１３３】
　本例では、プレート１９の外周部がケース１５の一部を構成しており、プレート１９に
は、液溜め室１５７ａから吸引部１７５に吸引される作動液１４が流通する流通口１９２
が形成されている。換言すれば、プレート１９は、流通口１９２を形成する流通口形成部
材の役割をも果たしている。
【０１３４】
　流通口１９２は、ウィック１７の表裏を貫通する溝状に形成されている。本例では、流
通口１９２は、ウィック１７と同心の環状溝で構成されている。
【０１３５】
　図５に示すように、ケース１５の底壁部１５２には排気通路２１が形成されている。具
体的には、排気通路２１は、底壁部１５２のうちウィック１７との当接部に形成された溝
２２によって構成されている。なお、変形例として、底壁部１５２とは別体に成形された
プレート状の部材に溝２２が形成されていて、このプレート状の部材が底壁部１５２とウ
ィック１７との間に配置されているようになっていてもよい。
【０１３６】
　溝２２は、ウィック１７の貫通孔１７２と重合するように形成されている。したがって
、ウィック１７の貫通孔１７２は、排気通路２１と連通している。
【０１３７】
　溝２２のパターンとしては、図８（ａ）～（ｄ）に示すように種々のパターンを用いる
ことが可能である。例えば図８（ａ）の例のように、溝２２のパターンは、１つの円形溝
と、円形溝と放射状に交差する長短２種類の複数の直線溝とを組み合わせたものにするこ
とができる。
【０１３８】
　例えば図８（ｂ）に示すように、溝２２のパターンは、複数の直線溝を互いに直交する
ように組み合わせたものにしてもよい。また、図８（ｃ）、（ｄ）に示すように、直線溝
同士のピッチ等を適宜変形可能である。
【０１３９】
　なお、図５の例では、ウィック１７とプレート１９との間に、蒸気漏れを防止するため
のゴムシール１９ａが配置されている。ゴムシール１９ａには、プレート１９の流通口１
９２と重合する環状溝が形成されている。また、図５の例では、ケース１５のうちウィッ
ク１７の側方部位には、蒸気圧測定用センサが接続される蒸気圧ポート１５８が形成され



(18) JP 4947195 B2 2012.6.6

10

20

30

40

50

ている。
【０１４０】
　また、図５の例では、凝縮部１３がケース１５内に形成されている。すなわち、エンジ
ン１２１から低圧室１５７に排出された蒸気は、低圧室１５７で凝縮されて作動液１４に
復液する。もちろん、上記した本発明の前提となる形態と同様に、凝縮部１３が、ケース
１５とは別の容器で形成されていてもよい。
【０１４１】
　本実施形態においても、ウィック１７内の空隙を十分に小さくして、ウィック１７の毛
管力による圧力ΔＰが、高圧室１５６の圧力ＰＨと低圧室１５７の圧力ＰＬとの圧力差（
ＰＨ－ＰＬ）よりも大きくなるようにしている（ΔＰ＞ＰＨ－ＰＬ）。
【０１４２】
　このため、低圧の液溜め室１５７ａに溜まった作動液１４は、ウィック１７の上面部で
構成された吸引部１７５から吸引され、ウィック１７の下面部で構成された受熱部１７６
に到達し、受熱部１７６で蒸発する。
【０１４３】
　本実施形態によると、ウィック１７の繊維層が吸引部１７５側から受熱部１７６側に向
かって積層されているので、ウィック１７内において、吸引部１７５側から受熱部１７６
側に向かって空隙の連続性の高い部位と空隙の連続性の低い部位とが交互に現れることと
なる。
【０１４４】
　このため、吸引部１７５から受熱部１７６までの空隙のつながりが複雑になるので、蒸
気が受熱部１７６側から吸引部１７５側へ空隙を通じて逆流することを抑制することがで
き、ひいては液溜め室１５７ａから蒸発室１５６への作動液１４の供給性を向上できる。
【０１４５】
　特に、本実施形態では、ウィック１７は、繊維層の延びる方向と板面の延びる方向とが
平行な平板状に形成されているので、ウィック１７の形状安定性および強度に優れ、ウィ
ック１７の製造も容易である。
【０１４６】
　また、ウィック１７は、発熱体３から液溜め室１５７ａに至る熱伝達経路中に介在して
いるので、発熱体３から液溜め室１５７ａの作動液１４への伝熱をウィック１７によって
抑制することができる。このため、液溜め室１５７ａの断熱性を向上できるので、液溜め
室１５７ａの作動液１４が蒸発して出力効率の低下を招くことを抑制できる。
【０１４７】
　また、ウィック１７は平板状に形成され、その一方の板面（下方側の板面）が受熱部１
７６を構成しているので、ウィック１７の受熱部１７６の面積を大きく確保でき、ひいて
は伝熱性を向上できる。
【０１４８】
　また、ウィック１７は、製造過程において圧縮（熱プレス）され、ボイラー部１１に組
み付けられた状態ではプレート１９から荷重を受けてさらに圧縮されている。それらの結
果、ウィック１７の空隙が極小化されることとなるので、ウィック１７の毛管力による圧
力ΔＰをより大きくすることができ、ひいては液溜め室１５７ａから蒸発室１５６への作
動液１４の供給性を一層向上できる。
【０１４９】
　また、本実施形態では、ケース１５の底壁部１５２に排気通路２１が形成されているの
で、ウィック１７の下面から蒸発した作動液１４の蒸気は排気通路２１を経てウィック１
７の貫通孔１７２に到達し、ウィック１７の貫通孔１７２に到達した蒸気はウィック１７
の上方側に排気される。
【０１５０】
　このため、ウィック１７の下面から蒸発した蒸気をウィック１７の上方側へ逃げ易くす
ることができるので、作動液１４の蒸気の放出が良くなり、ひいては出力を向上できる。
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【０１５１】
　しかも、蒸気は排気通路２１を通る間にさらに加熱されて過熱蒸気となり、蒸気圧力が
増えるのでエンジン推力が増す。換言すれば、出力エネルギーが増加する。ただし、排気
通路２１が増えると伝熱面積が減るので、排気性と伝熱性とはトレードオフの関係にある
。
【０１５２】
　（第２実施形態）
　上記第１実施形態では、排気通路２１が溝２２によって構成されているが、本第２実施
形態では、図９に示すように、ケース１５の底壁部１５２とウィック１７との間に、排気
通路を形成する排気通路形成部材２３を挟み込むことによって排気通路２１が構成されて
いる。
【０１５３】
　排気通路形成部材２３は、伝熱性に優れた金属等で形成されており、ケース１５の底壁
部１５２からウィック１７への伝熱をも担うようになっている。換言すれば、本実施形態
では、発熱体３からウィック１７への伝熱を担う伝熱部材が、底壁部１５２を構成する部
材と排気通路形成部材２３とに分割して成形されている。
【０１５４】
　図９では、排気通路形成部材２３として複数の玉状部材を用いた例を示している。玉状
部材としては、例えば径φ３のベアリング玉を用いることができる。排気通路形成部材２
３として複数の玉状部材を用いることによって、ケース１５の底壁部１５２とウィック１
７との間に、蒸気が流通可能な空隙が形成され、この空隙が排気通路２１として機能する
こととなる。
【０１５５】
　また、排気通路を形成する排気通路形成部材２３として網状部材を用いてもよい。網状
部材としては織金網が好適であり、例えば線形０．５ｍｍのステンレスメッシュを用いる
ことができる。
【０１５６】
　織金網は、縦線と横線が一定の間隔を保ち、１本ずつ交互に交わって織られている金網
である。織金網の縦線および横線は波状に屈曲している。したがって、織金網を排気通路
形成部材２３として用いることによって、ケース１５の底壁部１５２とウィック１７との
間に、蒸気が流通可能な空隙が形成され、この空隙が排気通路２１として機能することと
なる。
【０１５７】
　このように、本実施形態においても上記第２実施形態と同様の効果を得ることができる
。
【０１５８】
　（第３実施形態）
　上記各実施形態では、プレート１９がウィック１７の中心部の浮き上がりを防止する役
割を果たしているが、本第３実施形態では、図１０に示すように、プレート１９は、発熱
体３からウィック１７への伝熱を担う伝熱板としての役割をも果たす。
【０１５９】
　したがって、本実施形態のプレート１９は、熱伝導性に優れた材料にて形成されている
。図１０の例では、プレート１９が扇形に複数枚に分割され、扇形の分割プレート同士の
間には所定間隔の隙間が設けられている。
【０１６０】
　これによると、発熱体３→ケース１５の底壁部１５２→ボルト２０→プレート１９→ウ
ィック１７という熱伝導経路が形成されるので、ウィック１７が上面側から加熱されるこ
ととなる。このため、ウィック１７の上面から作動液１４が蒸発するので、作動液１４の
蒸気の放出が良くなり、ひいては出力を向上できる。
【０１６１】
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　（第４実施形態）
　上記各実施形態では、ボイラー部１１および出力部１２が共通のケース１５内に収容さ
れているが、本第４実施形態では、図１１に示すように、ボイラー部１１がボイラー部ケ
ース３０内に収容され、出力部１２および凝縮部１３が還流部ケース３１内に収容されて
いる。
【０１６２】
　ボイラー部ケース３０および還流部ケース３１は、互いに離間して配置され且つ蒸気通
路形成部３２および循環通路形成部３３を介して接続されている。蒸気通路形成部３２は
、ボイラー部１１と出力部１２とを連通する蒸気通路３２ａを形成するものである。循環
通路形成部３３は、凝縮部１３とボイラー部１１とを連通する循環通路３３ａを形成する
ものである。
【０１６３】
　これによると、出力部１２および凝縮部１３がボイラー部１１に対して分離配置されて
いるので、出力部１２および凝縮部１３にボイラー部１１の熱が伝わりにくく、出力部１
２および凝縮部１３の温度上昇が抑えられる。このため、出力部１２から排出される蒸気
の凝集・還流性能が向上する。
【０１６４】
　なお、図１１の例では、ボイラー部ケース３０および還流部ケース３１は以下のように
構成されている。
【０１６５】
　ボイラー部ケース３０は、外部熱源をなす発熱体３の上に載せられている。ボイラー部
ケース３０は、水平方向に延びる２つの平板３０１、３０２と、２つの平板１５１、１５
２の間で上下方向に延びる筒３０３、３０４とで構成されている。すなわち、平板３０１
、３０２によってボイラー部ケース３０の上下壁部が構成され、筒３０３、３０４によっ
てボイラー部ケース３０の側壁部が構成されている。筒３０３は筒３０４の上方側に配置
されている。
【０１６６】
　本例では、作動液１４として水を用いているので、平板３０１、３０２および筒３０３
、３０４を、耐水性に優れたステンレスで形成するのが好ましい。平板３０１、３０２お
よび筒３０３、３０４の相互間には、シール部材３０５、３０６、３０７が介在している
。平板３０２と筒３０４との間に介在しているシール部材３０７は、環板状に形成されて
おり、筒３０４の上下方向位置を調整するスペーサとしての役割も果たす。
【０１６７】
　ボイラー部ケース３０の内部空間は、隔壁３４によって高圧室３０８と低圧室３０９と
に隔てられている。隔壁３４は、ボイラー部ケース３０の下壁部３０２の上に配置された
筒状壁部３４１と、筒状壁部３４１の上に被せられた板状壁部３４２とに分割形成されて
いる。本例では、筒状壁部３４１は有底円筒状に形成され、板状壁部３４２は円板状に形
成されている。筒状壁部３４１の底面部は、ウィック１７の浮き上がりを防止するプレー
トとしての役割を果たす。
【０１６８】
　隔壁３４は、高圧室（蒸発室）３０８の蒸気が冷えて凝縮しないよう、例えば耐熱樹脂
のような耐熱性のある断熱素材で形成されている。
【０１６９】
　蒸発室３０８には蒸気通路３２ａが連通している。蒸気通路３２ａを形成する蒸気通路
形成部３２は、ボイラー部ケース３０の上壁部３０１を貫通し、隔壁３４の板状壁部３４
２に接続されている。蒸気通路形成部３２には、蒸気圧を測定するためのセンサ３５が配
置されている。
【０１７０】
　低圧室３０９には循環通路３３ａが連通している。循環通路３３ａを形成する循環通路
形成部３３は、ボイラー部ケース３０の上壁部３０１に接続されている。
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【０１７１】
　低圧室３０９のうちボイラー部ケース３０の筒３０３、３０４と隔壁３４の筒状壁部３
４１との間に位置する空間は、蒸発室３０８に供給される作動液１４を溜める液溜め室３
０９ａを構成している。つまり、液溜め室３０９ａは、蒸発室３０８の水平方向側に配置
されている。
【０１７２】
　ボイラー部ケース３０の底壁部（下壁部）３０２と隔壁３４の筒状壁部３４１との間に
は、ウィック１７が挟み込まれている。ウィック１７は、筒状壁部３０１から荷重を受け
て圧縮された状態でボイラー部ケース３０内に保持されている。
【０１７３】
　ボイラー部ケース３０の底壁部３０２は発熱体３と熱的に接続されているので、ウィッ
ク１７はボイラー部ケース３０の底壁部３０２を介して発熱体３から受熱することとなる
。したがって、ボイラー部ケース３０の底壁部３０２は、伝熱部材の役割を果たす。
【０１７４】
　還流部ケース３１は、ボイラー部ケース３０の上方側に配置されている。出力部１２は
、還流部ケース３１の下面中央部に取り付けられている。還流部ケース３１の下面外周側
部位には、循環通路３３ａを形成する循環通路形成部３３が接続されている。凝縮部１３
は、ボイラー部ケース３０の内部空間のうち出力部１２の周囲の空間によって構成されて
いる。
【０１７５】
　ボイラー部ケース３０には、ファン１ｄの回転数を測定するためのセンサ３６が固定さ
れている。
【０１７６】
　上記構成によると、発熱体３の熱は、ボイラー部ケース３０の底壁部３０２を介して蒸
発室３０８内の作動液１４に伝わり、作動液１４が蒸発する。蒸発室３０８で発生した蒸
気は、蒸気通路３２ａを通じて出力部１２に供給される。これにより、蒸気のエネルギー
が機械的エネルギーに変換される。
【０１７７】
　出力部１２から排出された蒸気は凝縮部１３にて大気中に放熱して凝縮し、凝縮部１３
で凝縮した作動液１４は循環通路３３ａを通じて低圧室３０９に還流して液溜め室３０９
ａに溜まる。液溜め室３０９ａに溜まった作動液１４は、ウィック１７に吸引されて蒸発
室３０８に供給されて蒸発する。
【０１７８】
　このように、本実施形態においても、液溜め室３０９ａの作動液１４を高圧の蒸発室３
０８へ外部エネルギーを用いることなく送還することができる。
【０１７９】
　図示を省略しているが、本実施形態においても、上記第１、第２実施形態と同様の排気
通路２１をボイラー部ケース３０の底壁部３０２に形成することができる。これにより、
ウィック１７の下面から蒸発した蒸気をウィック１７の上方側へ逃げ易くすることができ
、ひいては出力を向上できる。
【０１８０】
　（第５実施形態）
　本第５実施形態は、上記各実施形態におけるウィック１７の貫通孔１７２の具体的構成
例を示すものである。
【０１８１】
　図１２の例では、ウィック１７の表裏を貫通する貫通孔１７２は、ウィック１７の板面
方向に延びる溝状に形成されている。より具体的には、貫通孔１７２は、ウィック１７の
中心から四方に放射状に延びる十字溝状に形成されている。
【０１８２】
　図１３の変形例では、貫通孔１７２は、多数個分散して形成されている。より具体的に
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は、貫通孔１７２は多数個の円形孔で構成されており、多数個の円形孔はウィック１７の
板面に分散配置されている。
【０１８３】
　これによると、貫通孔１７２の縁（界面）から蒸気が発生するので、蒸気量を向上する
ことができ、ひいては出力を向上できる。特に図１２、図１３の例では、貫通孔１７２の
縁（界面）の全長を長くすることができる。このため、蒸気量をより向上することができ
、ひいては出力をより向上できる。
【０１８４】
　なお、図１２、図１３の例では、プレート１９が網板で構成されている。これにより、
貫通孔１７２が広範囲にわたって形成されていても、貫通孔１７２の縁（界面）からの蒸
気の放出を妨げることなく、ウィック１７の浮き上がりを防止できる。
【０１８５】
　（第６実施形態）
　本第６実施形態では、図１４に示すように熱機関を太陽熱発電機に適用している。太陽
熱発電機４０は例えば住宅Ｈ１の屋根のような太陽Ｓ１からの光ＳＬが当たりやすい場所
に設置され、ボイラー部４１、出力部４２、および凝縮部４３に大別される。
【０１８６】
　ボイラー部４１では、作動液４４が太陽熱によって加熱されて蒸発する。出力部４２は
、ボイラー部４１で蒸発した蒸気によって発電を行う。凝縮部４３は、出力部４２通過後
の蒸気を凝縮させて復液させる。凝縮部４３で復液した作動液４４はボイラー部４１に還
流する。
【０１８７】
　ボイラー部４１は、その外殻を形成するケース４１１と、ケース４１１内の上下方向略
中央部に配置されたウィック４１２とを有している。ウィック４１２は、ケース４１１の
内部空間を上下２つの空間４１１ａ、４１１ｂに区画している。
【０１８８】
　ケース４１１内においてウィック４１２の下方側に形成された空間４１１ａは、凝縮部
４３から還流した作動液４４を溜める液溜め室を構成している。ウィック４１２の下面は
、液溜め室４１１ａの作動液４４を吸引する吸引部４１２ａを構成している。
【０１８９】
　ケース４１１内においてウィック４１２の上方側に形成された空間４１１ｂは、作動液
４４が太陽熱によって加熱されて蒸発する蒸発室を構成している。
【０１９０】
　ケース４１１の上面は、太陽光ＳＬを透過するガラス窓４１１ｃで構成されている。ガ
ラス窓４１１ｃは、太陽光を蒸発室４１１ｂに取り入れる太陽光取入部の機能を果たす。
ウィック４１２の上面は、ガラス窓４１１ｃから取り入れられた太陽光を受けて加熱され
る受熱部４１２ｂを構成している。
【０１９１】
　ウィック４１２は、その毛管力による圧力ΔＰが、高圧の蒸発室４１１ｂの圧力ＰＨと
低圧の液溜め室４１１ａの圧力ＰＬとの圧力差（ＰＨ－ＰＬ）よりも大きくなるように構
成されている（ΔＰ＞ＰＨ－ＰＬ）。これにより、ウィック４１２は、低圧の液溜め室４
１１ａの作動液１４を毛管力によって吸引して高圧の蒸発室４１１ｂに供給することがで
きる。
【０１９２】
　本例では、ウィック４４は、互いに積層された複数の繊維層を有する繊維集合体であり
、熱可塑性樹脂繊維であるアラミド繊維とロックウール粒子の混合体で構成されている。
上記第２実施形態と同様に、ウィック４４の各繊維層は吸引部４１２ａ側から受熱部４１
２ｂ側に向かって積層されている。換言すれば、ウィック４４は、吸引部４１２ａ側から
受熱部４１２ｂ側に向かって空隙の連続性の高い部位と空隙の連続性の低い部位とが交互
に現れる構造を有している。
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【０１９３】
　出力部４２は、蒸発室４１１ｂと連通する蒸気通路４２１と、蒸発室４１１ｂから蒸気
通路４２１に流入した蒸気で駆動される発電機４２２とを有している。発電機４２２は、
蒸気のエネルギーを機械的エネルギーに変換する蒸気タービンや振り子式エンジン等の機
構を備え、この機構によって変換された機械的エネルギーによって発電を行う。
【０１９４】
　凝縮部４３は、発電機４２２通過後の蒸気を凝縮させて作動液４４に復液させる冷却器
４３１を有している。冷却器４３１の内部空間はボイラー部４１の液溜め室４１１ａに連
通している。これにより、冷却器４３１で復液した作動液４４がボイラー部４１の液溜め
室４１１ａに還流する。
【０１９５】
　本実施形態によると、高度な技術・生産設備を要する太陽電池を用いることなく、太陽
エネルギーによって発電することができる。よって、省エネルギー化・クリーンエネルギ
ー化を容易に実現することができる。
【０１９６】
　（他の実施形態）
　なお、上記第１～第３実施形態では、凝縮部１３をケース１５の上方側に配置している
が、これに限定されることなく、例えば凝縮部１３をケース１５の側方側に配置してもよ
い。また、低圧室１５７の蒸気を凝縮部１３に流出させるための流出路１５１ａ、および
凝縮部１３で凝縮した作動液１４を低圧室１５７に還流させるための還流路１５１ｂの具
体的構成は、凝縮部１３の配置位置に応じて適宜変更可能である。
【０１９７】
　また、上記各実施形態では、ボイラー部１１が単一のケース内に収容されているが、ボ
イラー部１１を複数のケース内に分割して収容し、複数のケース同士を適宜配管で接続す
るようにしてもよい。例えば、ボイラー部１１の液溜め室１５７ａを別個のケース内に収
容し、液溜め室１５７ａと蒸発室１５６とを配管で接続してもよい。この場合には、液溜
め室１５７ａと蒸発室１５６とを接続する配管内にウィック１７を配置することができる
。
【０１９８】
　また、上記第１実施形態では、ウィック１７は、アラミド繊維（樹脂繊維）とロックウ
ール粒子の混合体で構成されているが、ウィック１７として、繊維を含む構造体であって
、空隙が十分に小さく、耐熱性に優れた種々のものを用いることができる。
【０１９９】
　また、上記第１実施形態では、板状素材Ｗ１として厚み４ｍｍ程度の薄いものを用いて
いるので、板状素材Ｗ１を多数の円板状素材Ｗ２に切断し、多数の円板状素材Ｗ２を積層
して接合することで所定の厚みのウィック１７を成形しているが、板状素材Ｗ１の厚みが
十分あれば、板状素材Ｗ１を円形状に切断するだけで所定の厚みのウィック１７を成形す
ることができる。
【０２００】
　また、上記第１実施形態では、ウィック１７の形状が円板状になっているが、これに限
らず、種々の形状に変更可能である。例えば、三角、四角等の板状であってもよいし、屈
曲した柱形状であってもよい。
【符号の説明】
【０２０１】
　３　　　　発熱体（外部熱源）
　１１　　　ボイラー部
　１２　　　出力部
　１３　　　凝縮部
　１４　　　作動液
　１５　　　ケース
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　１６　　　隔壁
　１７　　　ウィック（作動液導入用部材）
　１９　　　プレート（伝熱板）
　２１　　　排気通路
　２３　　　排気通路形成部材
　１５２　　底壁部（伝熱部材）
　１５２ａ　断熱溝
　１５６　　蒸発室
　１５７ａ　液溜め室
　１６１　　円筒状壁部（荷重付与手段）
　１７２　　貫通孔

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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